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予算決算委員会資料

令和４年１２月１２日

学 校 教 育 課

修学旅行キャンセル料支援事業について

１ 事業概要

新型コロナウイルス感染症拡大防止に伴う、市立小･中学校の修学旅行中止や

旅行先変更により発生したキャンセル料について補助金を交付する。

※国の新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を活用

２ 対象

今年度、修学旅行を中止または変更し、そのキャンセル料が発生した小学校１

校、中学校６校の児童生徒の保護者

３ 事業費 補助金合計 1,093千円

小 学 校： 79,000円（１校分）

内 訳 企画料（全額）

中 学 校： 1,013,230円（６校分）

内 訳 企画料 983,530円

見学料 29,700円
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令和４年１２月１２日

教 育 委 員 会 総 務 課

小学校施設等改修経費等について

１ 小学校施設等改修経費 175,706千円

明徳小学校 外壁塗装 校舎の外壁改修

築山小学校 外壁改修 校舎・屋体の外壁改修

築山小学校 上水直結 受水槽を廃止し、水道直結方式へ切替

旭川小学校 高圧ケーブル更新 高圧ケーブルの更新

東小学校 上水直結 受水槽を廃止し、水道直結方式へ切替

河辺小学校 外壁塗装 校舎の外壁改修

２ 中学校施設等改修経費 78,525千円

城東中学校 送油設備改修 地下タンク、中継タンク･配管等の更新

秋田西中学校 送油設備改修 地下タンク、中継タンク･配管等の更新
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令和４年１２月１２日

学 事 課

ＩＣＴ支援員配置経費について

１ 事業目的

本市の小中学校にＩＣＴ支援員を配置し、端末等の機器保守やメンテナンスの

ほか、ＩＣＴを活用した授業の支援を行い教職員の負担軽減を図るもの

２ 概要

現行の業務委託契約が令和５年３月末で終了となるため、令和５年度以降の契

約を更新するに当たり、入札から契約締結までの手続きを円滑に行い、また、受

託業者が人員の確保等、業務開始までの準備期間を要することから１１月補正に

より債務負担行為を設定するものである。

なお、教職員のＩＣＴスキルの向上を加味し、令和５年度から令和７年度まで

は１６名のＩＣＴ支援員を配置する。

３ 事業費

秋田市立小中学校等ＩＣＴ支援員業務委託（複数年契約）

業務委託料 47,858千円 × ３年 ＝ 143,574 千円

４ スケジュール

令和５年１月上旬 業者選定委員会（資格要件）

中旬 公募

下旬 業者選定審議会（指名通知）

令和５年２月中旬 公募型指名競争入札、契約締結

令和５年４月１日 業務委託開始
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令和４年１２月１２日

学 事 課

小学校スクールバス運行経費(雄和小契約更新分)について

１ 事業目的

平成２８年４月の雄和小学校開校に伴い、遠距離通学となった地区の児童、約

１４０名が通学に利用するスクールバスの安全な運行を維持する。

２ 概要

雄和小学区内で運行しているスクールバス８台（８コース）の運行管理業務委

託および車両リースの契約が令和５年３月３１日で満了するため、それぞれ更新

しようとするものである。

スクールバスの運行管理という業務の性質上、児童の安全・安心の確保が重要

なことから、一定期間安定的な運行を確保できる複数年の業務委託契約の締結が

必要である。

入札による業者選定や受託業者が、業務を開始するまでの諸準備に一定の期間

を要することから１１月補正により債務負担行為を設定するものである。

３ 事業費

(1) 秋田市立雄和小学校スクールバス運行管理業務委託（複数年契約）

業務委託料 34,648千円 × ５年 ＝ 173,240 千円

(2) 秋田市立雄和小学校スクールバス賃貸借（長期継続契約）

自動車借上料 9,145千円 × ５年 ＝ 45,725 千円

４ スケジュール

令和５年１月上旬 業者選定委員会（資格要件、随意契約）

中旬 公募（運行管理業務委託）、見積合わせ（車両リース）

下旬 業者選定審議会（指名通知）、契約締結（車両リース）

令和５年２月中旬 指名競争入札、契約締結（運行管理業務委託）

令和５年４月１日 運行委託開始
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令和４年１２月１２日

学 事 課

学校給食における物価高騰への対応について

１ 事業概要

学校給食では、児童生徒の心身の健全な発達等のため、必要な栄養バランスや

量を確保する必要があるが、現下の物価高騰により、給食費の範囲内での物資の

調達が困難な状況にある。

そのため、物資購入額が給食費を超過した分については、市が負担することに

より、保護者の家計負担を増すことなく、児童生徒に最適な学校給食を提供する。

２ 事業内容

(1) 事 業 費 45,979千円（物価高騰による影響見込額）

(2) 事 業 内 容 物価高騰の影響により学校給食の物資購入額が給食費を超過し

た場合、その超過額を市が負担する。

(3) 予 算 措 置 学校給食費管理費および一般会計繰出金を増額補正する。

(4) 国の補助等 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金対象事業
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